
 

| 1 
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（札幌市中央区大通西 11丁目 北海ケミカル札幌ビル７Ｆ） 
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「市民の目フォーラム北海道」は、警察の様々な問題に関心のある幅広い市民が集まり、警察に関する情

報や意見を交換し、真に市民のための開かれた警察実現のために活動しています。 

 

「市民の目フォーラム北海道」の事業 

後期・大学講義の予定 

 

「市民の目フォーラム北海道」の事業として計画した全国の大学生を対象とする「出張・講義」は前期（4～

9月末）に北海道大学大学院（2回）、北海学園大学（2回）、鹿児島大学、慶応義塾大学、東海大学法科大学院、

名古屋大学の 6大学（8回）で実施した。対象は、政治、法律、マスコミを学ぶ学生約 300人。 

後期は、10月 15日から専修大学、法政大学、日本大学、早稲田大学を予定。これで今年中に計画した 10校

での講義は終了する。 

 

           原田代表警察ネットのシンポで講演 

 

9 月 29 日、東京都内で「明るい警察を実現する

全国ネットワーク」（警察ネット 代表清水勉弁護士）

主催の「だれのための捜査だったのか？」をテー

マにシンポジウムが開かれた。参加者は約 40 人で

会場は満席になったが、なかには、高知県警の不当

人事を訴えて闘った高知県警の元警部と人事委員

会に高知県警の懲戒処分の取消しを求めて復職し

た元巡査部長のほか、現在係争中の神奈川県警の

元警察官 2 人と静岡県警の現職警察官の姿もあっ

た。 

最初に清水弁護士ほか警察ネット弁護士から暴

走する警察について、警視庁の職質ノルマ訴訟や

神奈川県警、静岡県警の現職警察官らに対する不

当人事訴訟等について報告があった。次いで、当フ

ォーラム代表の原田宏二が 「方面本部長からみ

た日本の警察のいま」と題して講演した。 

 

内容は、 1 「冤罪」と「隠れ冤罪」 2 警察を被告とする「国賠訴訟」 

3 警視庁の「ぐ訟事案」対策 4 初動捜査の不徹底と曖昧な捜査

指揮 5 送致記録にみる新宿署の捜査の 5点である。 

                           

最後に、清水弁護士と原田代表によるディスカッションが行われ

たが、その際、名古屋学院大学准教授の飯島滋明氏が痴漢冤罪被

害の体験を、栃木の福田公子弁護士が大阪府警の殺人・死体遺棄事

件の告訴受理問題について、それぞれ説明した。 

(注)「ぐ訟事案」：将来的に訴訟へ発展するおそれのある事案を指す。 

（講演する原田代表） 
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          道警、懲戒処分ワースト記録更新中 

              幹部のセクハラと組織的パワハラ 

 

道警は、9 月 20 日、強姦容疑で逮捕された北見

署の巡査長（32 歳）を懲戒免職とするなど、2 人の

懲戒処分を発表した。これで今年中に懲戒処分を

受けた道警の警察官は計 32 人となり、過去最多だ

った昨年の 31人を上回った。 

 こうした傾向は全国的で、最近の特徴は、警視、

警部クラスによる不祥事が後を絶たないことだ。こ

うした事態を警察庁は深刻に受け止めているよう

だが、不祥事の歯止めに有効な手を打てない。  

道警では、9 月 18 日に旭川東署の副署長（警視 

58歳）が、今年8月以降、部下へのセクハラ・パワハ

ラ行為に当たるような言動があったことが発覚、

道警は副署長を更迭した。  

 9 月 7 日には、斜里署の前署長（56 歳）が女性に

セクハラ行為をした問題で、道警は前署長を停職 3

ヶ月の懲戒処分とし、強制わいせつ容疑で書類送

検したばかりだ。  

 前署長は７月下旬、酒席で 同席した女性方に行

き、女性の体を触るなどのわいせつ行為をしたと

いう。前署長は、停職 3 ヶ月の懲戒処分を受けたが

依願退職した。  

今年 2月には、苫小牧署副署長の警視（55歳）が部

下の女性職員らにセクハラ行為を繰り返したとして、

停職１ヶ月の懲戒処分を受けている。 

               

現場の責任者等がセクハラ  

このように、今年になってから署長等によるセク

ハラ・パワハラが頻繁に発覚しているが、実は平成

22 年 7 月にも、枝幸署の署長（警視）が知人ら数人

と酒席を開いた際、同席した女性職員の体を触る

など、セクハラ行為をしたとして、減給１ヶ月（10 分

の 1）の懲戒処分を受けて退職している。 

この事件がきっかけになったのか、道警は平成

22年 7月に「北海道警察ハラスメント防止対策要綱」

を制定、さらに今年 4 月からはこの要綱の見直しを

行い職員にその徹底を図るとしていた。この要綱

では、署長等の所属長をハラスメント防止対策の推

進責任者に指定し、推進補助者として副署長等を

当てることになっている。この署長や副署長たち

は、この要綱の存在すら知らなかった？のだろう。    

警察は男社会、加えて階級制度がある。そうした

環境では、特にセクハラが生じやすい。 

ところが長い間、男社会の警察組織で過ごした

幹部はそうした変化に鈍感で、階級の上にどっかり

と胡坐をかき、昔ながらの感覚で女性の部下に接し

ているというのが実態だろう。

階級枠の拡大が幹部の質の低下を招いた 

警視や警部等の幹部による不祥事の続発は、警

察組織にとって深刻だ。その背景には幹部枠の拡

大がある。警察庁は、平成 3年から警察官の処遇改

善と士気の向上のためと称して幹部枠を拡大した。 

 これにより、警視 2.4%→3.2%、警部 4.8%→6.9%、

警部補 14.5%→29.0%、巡査部長 34.0%→30.0%、巡

査 44.3%→30.9％と警察の階級構成は「ピラミッド

型」から「つりがね型」になった。幹部枠の拡大は、

必然的に幹部の質の低下につながる。 

 道警の警視の増員状況をみると、平成 3 年 3 月

現在で道警の警視は 291人、警視昇任者は 28人だ

ったが、平成 20 年 10 月 1 日の北海

道警察幹部名簿によると警視は 443

人、54%の増加になっている。この 20年近くの間に、

警視が大幅に増えていることが分かる。道警の主

要警察署の課長ポストも警部から警視に格上した。

最近では毎年 60 人前後が警視に昇格している。ま

るで、警視のバーゲンセールだ。警察では階級は絶

対だ。鉄のピラミッドと称される警察組織を支えて

きたのは階級だ。 

なかでも、警視、警部は組織を管理する責任者だ。

その影響力は極めて大きい。上級幹部としてはど
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うあるべきか。そんなことを考えている幹部がどの

くらいいるのだろうか。階級の権威の上にどっかり

と胡坐をかき、上司の顔色をうかがいながら毎日

を過ごしてはいないか。 

幹部の”率先垂範”は死語になった。 

警察組織を支える階級制度が危機に瀕している。 

＊(注)率先垂範 率先して模範を示すこと。

           

組織的パワハラに反旗を翻す警察官たち 

前出の「北海道警察ハラスメント防止対策要綱」

でも、パワー・ハラスメント（パワハラ）を～ 職務上

の地位又は権限若しくは影響力を不当に利用し、職

員の人格又は尊厳を著しく害し、職員に身体的又は

精神的苦痛を与える不適切な言動をいう～と定義

して、監督者（警部補以上の階級にある警察官等）

には、ハラスメントの防止と排除に努める責任があ

ることを明記している。 

 警察には、民間企業の役職のほかに階級制度が

ある。上官の命令は絶対で、これに異を唱えること

は至難である。加えて、警察には労働組合もない。 

どこまでが正当な命令なのか、どこからがパワハ

ラなのかは不明確になりやすい。 

 しかも、不祥事が続発すると、監察体制が強化さ

れ、警察本部長名の形式的な綱紀粛正の通達が現

場の署長等に示される。曰く、身上把握、指導監督

の強化、倫理観のかん養等々。家庭訪問等による私

生活のチエックなども示される。そして不祥事を起

こした警察官には、従来にも増して厳しい処分を科

す。その上司に対しても監督責任を追及する。現場

の署長等は、部下の不祥事に戦々恐々とし、一層部

下を締めつける。いったん不祥事が発覚すると、全

ての責任を部下に押し付け、従来よりも一層厳しい

管理・監督に走るようになる。 

 

現場警察官の悲鳴  

現に「市民の目フォーラム北海道」の相談ＢＯＸには、現場警察官の悲鳴のような相談

が寄せられている。現場に閉塞感が漂っている様子が、手に取るように分かる。 

 最近では、こうした上層部のやり方に公然と反旗を翻す警察官も現れている。 

 平成 22年 4 月、道警を定年退職したばかりの元道警手稲警察署留置管理課勤務の巡査部長～退職時警

部補に昇任～が、妻の交通事故事件の捜査をめぐって、管轄警察署の不適正捜査を指摘したところ、左遷さ

せられ、昇任を拒否されたなどにより、著しい精神的損害を受けたとして、道警を相手取って損害賠償を求

める訴訟を提起した。現在も訴訟が続いている。  

 

道外の場合でも・・・ 

最近、北海道以外でも、元警察官による同じよう

な訴訟等が提起されている。 

 神奈川県警の現役巡査部長が平成 23 年 3 月、

勤務成績不良職員指導・教養実施要綱に基づいて

勤務成績不良職員と指定されたが、地方公務員法

では、不利益処分には、処分事由説明書の交付が

義務付けられているのに県警が交付を拒絶したた

め、県警を相手取って、違法確認と慰謝料請求を求

める訴訟を提起した。 同じ神奈川県警では、平成

22 年「お前は警察官に向いていない」と分限免職

になった巡査が神奈川県人事委員会に対して審査

請求を行っている。 

 今年 7 月 9 日、懲戒処分を受けた静岡県警の現

職の巡査部長が、警察組織内における組織的な嫌

がらせにより、精神的経済的苦痛を受けたとして県

警を相手に損害賠償請求訴訟を提起した。 

 道警でも懲戒免職処分を受けた警察官が、処分

は重過ぎるとして、人事委員会に審査請求を申し

立てている。ある行為を犯罪として処罰するために

は、立法府が制定する法令において、犯罪とされる

行為の内容及びそれに対して科される刑罰を予め、

明確に規定しておかなければならないとする原則
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のことを罪刑法定主義という。  

警察官に対する懲戒処分のための内部調査では、

犯罪として起訴されない様な行為であっても無理

に立件したり、裏付け捜査も不十分なまま送致する

など強引ともいえる捜査が行われる。懲戒処分の

基準も曖昧で、そのときの情勢や処分権者の本部

長等の考え方ひとつで、処分の軽重が決められる。 

 懲戒処分の内部調査、これも組織的なパワハラ

だ。こうした組織が、市民の人権を尊重するわけが

ない。 

 

          ストーカー相談隠しにみる 

道警とマスコミ関係 

長崎県西海市の 2女性殺害事件で、千葉県警習志野警察署の生活安全課長ら 12人の署員が、ストーカー

事件の被害届受理を先送りし、2泊 3日の北海道旅行をしていた事実を隠蔽していたとして大きな問題にな

った。同じようなことが北海道警でも発覚した。 

 5月 16日の北海道公安委員会で、長澤生活安全部長が北署におけるストーカー事案の対応には問題があ

ったことを認めている。 

 

ストーカー相談を隠した？北警察署 

読売新聞（5月 15日朝刊）が「脅迫文を送られて

北海道警札幌北署にストーカー相談をしていた石

狩市の 20歳女性が、その後連れ去られてわいせつ

行為をされていたことが 14日、わかった。 

 同署は連れ去りを把握後、脅迫容疑で男を逮捕。

相談を受けた段階で逮捕に踏み切っていれば、そ

の後の事件を防げた可能性が高く、道警は対応や

判断が適切だったか検証している。」と伝えた。   

 この記事では触れられてはいないが、この容疑

者の男が脅迫文を郵送した疑いで逮捕されたのは

10 日も前の 5 月 5 日であることが、道警が開示し

た「報道メモ」で明らかになった。 

警察署が容疑者を逮捕したときには、記者クラブ

加盟各社に対して「報道メモ」なる文書で通知する

ことになっている。 

 北署の「報道メモ」によると、発表部署北警察署、

発表日時 5月 5日 14時 59分とあり、副署長（森）、

課長（和田）の決裁印が押されている。 

件名は「脅迫事件被疑者の逮捕について」で連

絡先は、道新、朝日、毎日、読売、ＮＨＫ、ＨＢＣの 6社と

なっている。この「報道メモ」には、被害者の女性が

ストーカー被害で北署に相談していたとは書いて

いない。読売新聞の記者は独自の取材を続けた結

果、この女性が北署に相談していたことを 14 日に

なって掴んだということのようだ。 

後追いした道新の記事では「15 日、道警への取

材で分かった」、毎日新聞も「15 日、道警への取材

で分かった」とある。ほかの各社は北署の発表を鵜

のみにしたことになる。 

 

警察批判記事は書けない？記者たち 

この問題で、北署の広報担当責任者の副署長は、

記者らに「隠していたのではない。おたくらがそう

いう質問をしなかっただけ」と答えたという。 

警察にとって、不祥事はマスコミに報道されては

じめて不祥事になる。「報道メモ」の裏に隠された

意図を読売新聞の記者以外が、見抜くことができ

なかったとしたら情けない話だ。 

報道関係者に聞いてみると、最近のサツ回りの

記者たちは、警察から提供される事件・事故の情報

に頼り過ぎるきらいがあるそうだ。警察から情報提

供を受けるために警察の批判記事は書かない、と

いう意識がサツ回り記者の頭の中に無かったのか。 

警察とマスコミは”持ちつ持たれつの関係”が正常

だという意識が、読売新聞以外の記者たちにあっ

たとしたら問題だろう。いや、これが現在の警察と

マスコミの関係を如実に物語っている。
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            新潟県警 警部が検挙件数を水増し 

                警察の統計数字はデタラメなのか？  

警察の不祥事が続く中、今度は新潟県警三条警

察署刑事課長が、被疑者の供述をでっち上げ、捜査

関係書類を偽造するなどして、検挙件数を水増しし

ていたことが発覚した。窃盗事件の検挙率を上げ

るためだったとみられる。こうした警察職員による

公文書の変・偽造の例は過去にも枚挙のいとまが

ないくらい発覚している。  

平成 16年 6月、兵庫県警自動車警ら隊が摘発実

績を上げるために 300件以上の虚偽の捜査書類を

作成したことが発覚。昨年（平成 23）1 月には、佐賀

県警が組織ぐるみで人身交通事故発生件数を意図

的に少なくしていたことが発覚している。 

 今年 3 月には、大阪府警の警部補が飲酒運転の

アルコール数値をねつ造したとして逮捕された。 

大阪府警では飲酒運転の検挙目標が警察署ごとに

設定され、そのノルマ達成のためだったとされた。 

 つい先日は、和歌山県警科学捜査研究所の研究

員が、証拠品の鑑定を行わないまま鑑定結果をね

つ造、つまり虚偽の鑑定書を作成していたことが発

覚した。道警でも巡査部長が猟銃の所持許可証を

不正に交付したとして、公文書偽造、同行使の疑い

で書類送致された。 

          

検挙率のゴマカシは昔から 

 現在の犯罪統計は、犯罪統計規則（国家公安委

員会規則）に基づいて、都道府県警察（警察署）が

犯罪と思料される事件を認知し、又は検挙したとき

作成する犯罪統計原票に基づき作成される。 

警察白書によると、平成 23 年刑法犯の検挙率は

31.2%、筆者が在職中の昭和 38 年の刑法犯の検挙

率は 63.0%である。その頃の警察官の数は現在の

ほぼ半分だった。しかし、検挙率は倍だ。検挙率が

半減した理由は、警察の捜査を取り巻く環境が厳し

くなったのか、警察官の捜査能力が低下したのか、

それとも、昔の数字がデタラメだったのか。おそら

く、いずれも該当するのだろう。  

筆者の在職中も、犯罪統計は現在と同じように

犯罪統計原票で行われていた。当時の現場では、

架空の原票を「カラ原票」と呼び、原票の虚偽作成

は日常的に行われていた。  

目的はその警察署の検挙率、つまり検挙実績が

上がっているように見せかけるためだったが、特に、

年間 2回ほど行われる「盗犯捜査強化月間」の際に

は集中的に行われた。私だけではなく、多くの警察

ＯＢが検挙率には水増しがあったと証言している。         

最近退職したばかりの盗犯捜査を担当していた捜

査員に聞いてみると、刑事課長が目標とする検挙

率を設定して、毎月の検挙率が平均的になるよう

に調整しながら、原票作成を操作していたという。

具体的には以下のとおりだ。 

 

 ① 被害届のあった事件の発生（認知）件数を抑える（認知票を出さない） 

 ② 逮捕して余罪を自供している被疑者に、同じような手口の未解決事件を背負  

わせる（虚偽の検挙票と被疑者票を作成する） 

 ③ 余罪を多数自供した被疑者の事件を月間に備えて検挙原票を温存する（月間のノルマ達成） 

 この捜査員の話が真実なら、北海道警察でもごく最近まで、今回の新潟県警のケースと同じようなこと

が行われていたことになる。かつて、日本警察は高い検挙率を誇り、世界に冠たる警察などといわれた時代

もあったが、その数字もこうしてつくられていたとしたらお笑いだろう。 

窃盗の検挙率だけではなく、交番の警察官の職務質問の数字、特別法の検挙件数、暴力団の検挙人員、指名

手配被疑者の逮捕件数など、いわゆる「ノルマ」を背景に様々な業務で虚偽数字がまかり通っていたのだ。

この新潟県警の検挙件数の水増しは、警察の統計数字が如何にデタラメかを白日にさらしたものだ。 

そんな数字を基につくられた過去の警察白書の記述も怪しいものだ。 
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公文書の偽・変造は警察の歴史 

警察職員による公文書の偽・変造は、単なる個の

“倫理の欠如”では片付けられない問題だ。警察組

織が長年にわたって続けてきた警察の体質とも言

える問題なのだ。  

既に国民から忘れられようとしている警察の裏

金システム。この裏金作りの本質こそ、公文書の偽・

変造だった。 

現場の警察官がニセ領収書を作り、会計担当者

等が虚偽の会計書類を作る。こうした行為が、ごく

当たり前のように長年にわたり行われていたのだ。 

これまで発覚した多くの冤罪事件は、刑事司法

の入り口に位置する警察の犯罪捜査、とりわけ自白

の強要、誘導等による取調べに問題があったと指

摘されている。 

取調べの結果を記述した供述調書は、取調官の

作文だと揶揄され、その信用性が争われた。被疑者

の取調べだけではなく参考人調書の取調べでも同

じようなことが問題になったケースも多い。 

こうした取調べの過程で作成された公文書であ

る供述調書も虚偽公文書である。そして、多くの冤

罪事件では虚偽の捜査報告書も作成される。  

警察のお家芸とされる犯罪捜査でも、こうした公

文書の偽・変造行為が当然の如く行われて来たの

だ。そして警察の現場に、法の執行機関であるのに

拘らず“目的のためには手段を選ばず”という風潮

を生み出したのだ。 

  

 

相談ＢＯＸ受理集計表（平成２４年 3回目）   

 24.7.1～ 24.9.30（ ）は累計 

   相 談 等 の 内 容 相 談 者 区 分 

手   段 メール 電話 その他 警察職員ＯＢ 一般市民 計 

警
察
関
係
の
相
談 

苦 情   (２)   (1)           (3)   (3) 

相 談 １２  （26） 23  (36) 3  (9) 16  (19)  22  (52) 38    (71) 

要 望 ２  (３)    
 

  
 

    2  (3) 2  (3) 

情報提供 １  (７)             １  (7) １  (7) 

その他 5  (15) ４  (8)   (２)     9  (25) 9  (25) 
 
 その他の相談 ３  （16） 4  (9) 2  (5)   (1)  9  (29) 9  (30) 

  合 計 23  （69） 31  （54） 5  (16) 16  (20)  43  (119) 59  (139) 

 

「市民の目フォーラム北海道」では、警察の仕事に関する苦情や相談をいつでも受け付けています。 

相談は無料です。電話やメールで気軽にご相談下さい。秘密は厳守します。 

☎ 050-7524-8995  e-mail  shimin-me.forum@kpa.biglobe.ne.jp 

 

 カンパのご案内    郵便局窓口やＡＴＭから 下記宛てに振替・送金できます。 

   送 金 先    「市民の目フォーラム北海道」 

口座記号・番号    ０２７５０－６－４４０９３ 

 

ゆうちょ銀行に口座のない方は、払込取扱票をお送りします。 

電話又はメールで事務局にお問い合わせください。 

皆様からの温かいご支援、ご協力ありがとうございます。 

mailto:shimin-me.forum@kpa.biglobe.ne.jp

